
11

県
立
関
宿
城
博
物
館　

関
宿
城
百
景
写
真
展　

会
期
：
平
成
30
年
12
月
７
日
（
金
）
～
平
成
31
年
１
月
20
日
（
日
）
ま
で

お問い合わせ
年金班　043-223-4116在職中の年金はどうなるの？

～老齢厚生年金受給者の在職中の年金の支給停止について～
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 ①総報酬月額相当額･･･標準報酬月額＋直近1年間のボーナスの総額÷12
②基本月額　　　　･･･老齢厚生年金（経過的職域加算※、年金払い退職給付、加給年金額を除く）の月額

※フルタイム再任用の場合、経過的職域加算は支給されません。

 
 

総報酬月額相当額①が
46万円以下

総報酬月額相当額①が
46万円を超える

(総報酬月額相当額①＋基本月額②－28万円)×1／2

(46万円＋基本月額②－28万円)×1／2
　　　　　　＋(総報酬月額相当額①－46万円)

　◇65歳未満の方の場合

支給停止額の計算方法

-
お問い合わせ

年金班 043-223-4116在職中の年金の支給停止について

　老齢厚生（退職共済）年金を受給している方が、フルタイム再任用または私立学校・民間企業等で再任用
や再就職をし、厚生年金保険制度に加入する場合、老齢厚生年金の一部または全額が支給停止となること
があります。また、支給停止となった分は退職後も支給されません。※厚生年金保険制度に加入しない場
合、年金の支給停止はありません。

基本月額と総報酬月額相当額の合計額が28万円を超えた場合、以下の計算式により停止されます。
(28万円を超えない場合は支給停止なし)

(46万円を超えない場合は支給停止なし)

（総報酬月額相当額①＋基本月額②－46万円）×1／2

　◇65歳以上の方の場合
基本月額と総報酬月額相当額の合計額が46万円を超えた場合、以下の計算式により停止されます。

　整骨（接骨）院で柔道整復師等から施術を受けるときに健康保険が使える（組合員証を使える）範囲は
限られています。
　当共済組合では、医療費適正化への取組の一環として平成29年4月から、組合員証を使用した施術につい
て内容点検が始まりました。
　柔道整復師からの請求（※）について、その内容に疑義が生じた場合は、内容点検業者から組合員の皆様に
施術内容について文書で照会をさせていただくことがありますので、照会文書が届きましたら、期限内の回答
にご協力のほどよろしくお願いいたします。
　健康保険が使える範囲については当共済組合千葉支部ＨＰを、内容点検業者からの文書照会については
平成28年10月25日付け公立千第303号（全所属通知済み）をご覧ください。

（※）組合員・被扶養者が組合員証等を使用して施術を受けたとき、本人負担は3割、残りの7割分は柔道整復師が共済組合に請求します。

お問い合わせ
給付班 043-223-4117

柔道整復師の
施術内容についての文書照会

お問い合わせ
給付班　043-223-4118

資格喪失に伴う組合員証等の
速やかな返却について（お願い）
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＜施行日以降に子の年齢が1歳6ヵ月に達する場合＞

　資格喪失後にもかかわらず、引続き共済組合の組合員証等を保持・使用するケースが多く見受けられます。
　次に加入する保険者の保険証がすぐに届かない場合であっても、資格喪失後は当共済組合の組合員証等は、使
用できません。
　資格喪失した場合は、速やかに所属所を通じて、組合員証等を共済組合に返却してください。
　共済組合が、資格喪失者の医療費（総医療費の約7～8割分）を負担したことが判明した場合、必ず返還していた
だくことになりますので、ご承知おきください。
　なお、被扶養者の認定がさかのぼって取消された場合は、返還しなければならない医療費が高額になる場合も
ありますのでご注意ください。
　また、後期高齢者医療制度に該当する75歳以上の方（一定の障害状態にある65歳以上75歳未満の方）について
も、被扶養者証及び高齢受給者証の返却をお願いします。※取消申告書等の書類の提出は不要です。

例）定年退職の場合の組合員証･
　  被扶養者証等の取扱い 

在職中の使用は→○

3/31
退職

退職後の使用は→×

4/1以降は使用不可!
すぐ所属に返却を!

お問い合わせ
給付班 043-223-4118育児休業手当金の支給期間が延長になりました

　平成29年10月1日以降に2歳に達する子（※1）に係る育児休業等について、その日後も必要と認められるものとし
て総務省令で定める場合（※2）には、その子が2歳に達する日まで延長することができます。

※1　平成27年10月2日以降に出生した子が対象。
※2　① 育児休業に係る子について、保育所における保育の実施を希望し申込みを行っているが、1歳6ヶ月に達す
　　　　る日後の期間について、当面その実施が行われない場合。
　　  ② 常態として育児休業に係る子の養育を行っている配偶者であって、当該子が1歳6ヶ月に達する日後の期
　　　　間について養育を行う予定だったものが、「死亡」、「負傷」、「疾病又は身体上（精神上）の障害」、「婚姻の
　　　　解消」、「6週間以内に出産、または産後8週間を経過しないとき」など養育することができなくなった場合

出生 1歳
施行日

2歳1歳6月

支　給 支給不可支給可能 支給可能

1歳6ヶ月までの
支給延長の判断

育児休業手当金
請求書作成

2歳までの
支給延長の判断

育児休業手当金
変更請求書作成

育児休業手当金
変更請求書作成

＜施行日前に子の年齢が1歳6ヵ月に達する場合＞

出生 1歳
施行日

2歳1歳6月

支　給 支給不可支給不可支給可能 支給可能

1歳6ヶ月までの
支給延長の判断

育児休業手当金
請求書作成

2歳までの
支給延長の判断

育児休業手当金
変更請求書作成

育児休業手当金
変更請求書作成


